
































要約 本研究班は、3つのテーマをもって小児の発育の地域差に関する検討を行った。 

第一は、対照的な二地域における発育の差をとらえようと試みた。昨年までの研究により、

都市に生育する小児と農山村に生育する小児の身長・体重発育は小学校入学時で既に差が

あり、それが 16 歳時までほぼ保たれることがわかった。そこで、母子健康手帳に記入され

たデータを用いて、就学前の発育について比較した。その結果、男女とも出生時から 3歳

時までは大きな差はみられなかったことから、3歳時～6歳時に発育の地域差があらわれて

いるのではないか、と考えられた。また、身長の最大発育年齢や最大発育速度、最大発育

年齢時の既得身長を両地域で比較したところ、男子では最大発育年齢に、女子では最大発

育年齢時の既得身長に大きな差がみられた。 

第二に、発育の地域差をマクロな視点からとらえようと試みた。身長や体重について、満

5 歳の時点で既に「北高南低」傾向がみられるが、この傾向は何歳頃からあらわれてくる

のかを、日本保育協会の資料に基づき、身長・体重の都道府県差で検討した。その結果、

身長では男女ともに4歳 6-12か月頃、体重では、男子で 4歳 6-12 か月頃、女子で満 5歳

頃に「北向南低」傾向があらわれると推察された。以上より、4・5歳前後の小児を対象と

した身体発育の地域差について検討することが必要だと考えられた。 

第三に、広島と函館の高等学校に保存されている小・中・高等学校の定期健康診断票に記

録されている個人の縦断的発育資料を用いて、身長の発育現量値と発育速度のパーセンタ

イル曲線を作成した。例数がそれほど多くなかったため、一部の高いパーセンタイルレベ

ルあるいは低いパーセンタイルレベルに問題がみられたが、今後、地域性を考慮して収集

した大量の縦断的資料を用いてパーセンタイル曲線を作成していく必要がある。 


